

























1貧 困 と南北 問題
経 済学研究 の主要 な動機 は、その出発 点か ら貧 困の解 消であった。貧乏で苦 しまな くて
もよい経済 システ ムはないだろ うか、 と模 索 し続 けてい る。 その貧困 とは、 いったい何 だ
ろ うか。 財布 に十分 なお金 が無 く、借 金 しない と暮 らしがな りたたない。それ が貧 乏だ と
みな されが ちである。本 当にそ うだ ろ うか。
現 代社会で は、山ほ ど借 金を抱 えてい る人が貧 しい とは限 らない。住宅金融専 門会社 か
ら多額の借金 を して、返 済す るめ どの立たない 人が大きな邸宅 に住み、高級車 を乗 り回 し
ている事実は よ く知 られ でいる。負債 の額は大 きい ものの、本人 もま わ りの人 も、貧 しい
暮 らし とは考 えない であろ う。 自分 のお金がな くて、金融機 関か ら借 金す るのは、 並みの
人間 よ り経済力の ある証拠 か もしれ ないので ある。
社 会の近代化 とともに、や がて貧 困はな くな る と考 え られ る。 しか し、分業 によ る工業
化 の利 益 を説いたア ダム ・ス ミスで さえ も 「分業 が進 めばす すむほ ど、労働す る貧 民が無
知 にな り、馬鹿 になる」 と嘆いた よ うに、経済成長や 経済開発 が進 めばすすむ ほ ど、貧 困
が人間社会 の深刻 な課題 になってい る。
経 済学が生み 出 した さま ざまの指標 に照 らしてみれ ば、 日本は世界 中で最:も豊 かな社会
のはず で ある。しか し、豊 かな暮 らしを してい る と考 えてい る日本 人は、ご く少数 であ る。
その一方で、貧困感 な どとい うのは、気持 ちの 問題 であ り、心がまえ を変 えれば、 同 じ暮
らしを して も貧 しく感 じない、 とい う見方 もある。
しか しなが ら、定年 までの長期 ローンを背負 い、長 距離通 勤 と超 過勤務 に疲労 困億 して
い る人 に、い くら心 がまえ を説 いて も貧困感は 、無 くな らない。 サ ラ金返済 に追 われ 、蒸
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発 した り、自殺 した りする人の家族に、貧乏は気持ちの持ち方 しだいです よ、とい うわけ
にゅかない。貧困に苦 しむ大勢の人々が納得する説明を見いだし、そ して貧困から抜け出
す道を探す ことが求め られている。従来、貧困は次の3種 の基準で判定されてきた。
1、所得水準。たいていの国で、生活保護の基準は、貨幣所得で示 され る。一年間に生
産された付加価値総額が計算の基礎 になる。経済成長が貧困の解消に有効であると考える






世紀に入ってか ら多 くの政府が採用す るようになった基準は、栄養水準である。人間の生
命を維持するのに必要なカロリー量は、地域や時代を越えて変わ らないので、貧困線を決
定するうえで有用 とみなされた。そして栄養の質 を判定するのに動物性蛋 白質の摂取量な
どが考慮 される。 しかし、肉体労働者は、高カロリー食 を摂取 しようとするのに、高額所
得者は低カロリー食を求めるようになると妥当性が無くなる。
3、医療 ・教育水準。栄養だけでなく、衣料や住宅などの物量指標を追加すると、気候
や地形な どに左右 される度合いが大きくなる。 もともと、猿や白熊などの野性動物に貧困
は存在 しないのだから、餌 さ、毛皮、棲みか等、他の生物にも共通する指標を作ろ うとす
るのが無理である。近年、ILO等で基本的ニーズとい う概念に内容を与える試みが進めら
れ、人間社会に固有の基本的に必要なものとして、病院数と医療従事者数や学校数 と教員
数などが指標に採 り入れ られるようになった。 しかし、病院に入院 している日数が長けれ
ば長いほど、受験勉強のため塾や予備校に通 う期間が長くなればなるほど豊かになったと
は言えない。イヴァン ・イリイチのように制度的な医療や公教育は、む しろ貧 しさの指標
であると主張する人も現れているほどである。
このように見ると、万人を納得させ るような貧困の物的指標を見っける作業は、きわめ
て難 しいことがわかる。だからといって、人間社会に貧 しい暮 らしが存在 しない というの
ではない。アジア、アフリカお よびラテン ・アメリカの諸地域ではでは、貧困がますます
深刻かっ緊急な課題である。それでは、貧困はどこから生まれてくるのであろうか。





男が筋力で一時的に女を従属 させたり、教師が成績判定者 としての権力で学生を従属 さ
せたり、本山が教義上の権威で末寺を従属 させたり、超大国が弱小国を軍事力で従属させ
て も、貧困とい う社会関係は生まれない。これ らの従属が経済的な社会関係 に転化 したと
きに、はじめて貧困が主題 として登場 し、人々は貧 しい暮 らしに涙を流すようになるので
ある。貨幣経済が支配的になり、経済的な従属関係がが優越する大都市の方が、辺地の農
山漁村より貧 しい。 しか し、暮 らしは貧 しいのに貨幣所得の高さが人々を都市に引き付け
る。そ して農民や漁民の暮 らしをも経済的に従属 させ、貧困化 してゆくのである。
貧困か ら抜け出す道は、それゆえ、狭義の経済学が説 くような経済成長でもなければ経
済開発で もない。従属的な経済関係を断ち切 り、自立す るため内発的発展の道 を選ぶより





しか し、北は豊かで南は貧 しい という南北問題の考え方を採用すると、方位にはイデオ
ロギーがある。地図は北を上にして描 く習慣になっている。地球儀は北極を頂点に南極 を
底点に置 くことになっている。なぜ このような慣行ができたのか。西欧近代の世界解釈が、





意識に満 ちた用語法を正そ うとい う、暗黙の批判が込められていた。それまで南北問題は
後進国(Bac㎞職dCountries)の問題 として語 られていた。 これ らの国々が植民地支配から
政治的独立を達成 し経済的な自立をめざす と、後進 とい う表現は不適切 と見倣 さた。
開発(Development)を至上の善 と見るイデオロギーは、第2次 世界大戦の終焉 とともに
始まる。不動産な どの特定の分野で、限られた文脈のもとに用いられていた開発が、民族
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や国家の 目標 を指 し示 す高遭な理念 になったのであ る。ケネディ大 統領 の主唱 によ り、1960
年代は 「開発 の10年 」と呼ばれ、国際連合の新設機 関群に開発 とい う名 称 が付 け られ た。
開発計画や 開発 プ ロジ ェク トが 山のよ うに立案 された時代 で ある。
開発理 論 の正統性 が認 知 され、 開発エ コノ ミス トとい う専門職 も誕 生 した。開発 関連 の
派 生語 を使 い こな して政 策を担 当す る人物 は、勲 章を胸 に飾 った軍人 のよ うな栄光 に輝 い
ていた。 輝か しい開発 が藷進 す る世界 で、後進 国 とい う呼称は、 いかに も時代 に背 を向 け
てい るよ うに感 じられ、 つ ぎつ ぎ と言 い換 えがすす め られ た。 未 開発 国 か ら過少 開発 国
(LessDevelopedCounαies)や低 開発 国(Under-developedCounthes)へ、低開国か ら開発
途 上国(DevelopingCountnes)へと用語 開発 も進展 した。
国数 において世界 の8割 、人 口にお いて7割 、面積 にお いて6割 を占め る開発 途上国集
団 が、す べて開発 の完成 に向かって、ひたす ら一本道 を歩む ことが期待 され てい る。 これ
こそ北 半球に集 中 して い る先進 工業国 が、南 の国々に押 し付 けてい る開発 一元論のイデ オ
ロギーで あ る。 北側 諸 国中心の世界秩序で ある。
当初、南 北問題 とい う提唱 に魅力 が感 じられた のは、開発一元 論か ら離脱す る可能性 を
秘 めてい たか らで ある。 しか し、南の民衆が北 の先進工業 国を追 か け続 けているかぎ り、
開発イデ オ ロギーは安泰 である。 南 と北の支配 ・従属関係 は変 らない。 南 の内部 が、開発
の程度 に応 じて秩序化 され、南 々問題 とい う南北問題の縮小版 を形成 す る。
南 の住民大衆 が開発 イデ オロギーか ら解 き放 たれ、市場経済や 開発援 助 を通 じての従 属
関係 を変革 し、生命 系 に基礎 をお く多様 な 自立経済 を営む よ うになれ ば、南 を上 に した地
図や南極 を頂点 とす る地球儀 が、誰 にはばか るこ ともな く用い られ るに ちがい ない。
この よ うな南 北問題 と うい う立場 か らの開発論 の終着駅が 「サ ステナプル ・デベ ロプ メ
ン ト」で ある。 この当世の世界 的な流行 語 を全世界 に普及す る上 で、最 も大 きなカ を発揮
したのは 、国際連合 の 「環境 と開発 に関す る世界委員会」(ブ ル ン トラン ト委員会)で あ
る。 ローマ ・クラブ の報告 書 『成 長 の限界』(1972年)が、資源 の枯渇 を予測 して経 済成
長論者 を震撚 させ た よ うに、ブル ン トラン ト委員会の報 告書 『共同の未来』(1987年)は、
「サステナ プル ・デベ ロプ メン ト」 の概 念 を手がか りに、迫 り来 る環境破 壊の危機 に警鐘
を鳴 ら し、地球 的な規模 で恒久的対策 をとる必要 を説いた ので あ る。
国際機 関が作 り出す 開発関連 の流行 語群は、一定の共通 の特徴 を持 っ。 「適正技術 開発
(AP)」、 「基本的 人間ニ ーズ(BHN)」 、 「総 合農村 開発事 業(IRDP)」、 「技術移




マ リー ・ヘル ス ・ケア ー(PHC)」等 の用語例 で解 るよ うに、なに よ りもまず、現存 の政
治経 済システ ム とそのイ デオ ロギーか ら距離 を置 こ うとす る。万人 に呼び掛け るた めには、
中立 的なスローガ ンが求 め られ るので ある。
第 二に、南北 問題 の解 決 をめざ し、第三世 界の経済発展 に一定の方 向性 を与え よ うとす
る。 アジア、アフ リカお よび ラテ ン ・アメ リカ諸国は 、経済的 には弱い立場 にあ るが、世
界人 口のお よそ8割 を占め、国連加 盟国の多数派 であ る。 国際政治では、無視す るこ との
で きない勢力で ある。 国際機 関 に とって、 これ らの地域 にお ける経済生活 の向上 は、 ほ と
ん ど至上命令で ある。経 済発 展の方策 を含 まない よ うな世界戦略は、成 り立 たない。
第三 に、資金の調達 と人材 の登用 を促進す る内容 が望ま しい。 国際機関 が生み 出す これ
らの キャ ッチ ・フ レーズは、比較的容易 に事 業資金 を集 めることので きる分野 であ る。 国
際機関で働 く開発官僚 に とってみれ ば、十年 単位 で雇 用を保証 し、一定規模のプ ロジェ ク
トを実施で きる具体的 な内容 を伴 わな ければ 、積極 的 に尊重す る意 味がない。広 く世界 に
訴 え、長期的な普及 を図 るには、先進 工業国政府 、世界銀 行、国際通 貨基金、ア ジア開発
銀 行 な ど、資金 を拠 出す る側 への説 得力が必 要だか らであ る。
「サステナブル ・デベ ロプメ ン ト」は、上記 の資 格要件を具備 してい る。国際 開発 業界
に誇 ることのでき るス ローガンであ る、 しか し、それ に留ま らない。 国際機 関が創 出 した
従 来の開発用語 の枠 をはみ 出 し、開発 業界そ の ものに刃を向ける可能性 を も秘めて いる。
先 進工業国に とっては、簡 単に飲 み込 む こ とも、吐 き出す こともできない理念が込 め られ
てい るか らであ る。 「サ ステナブル ・デベ ロプメン ト」は、開発政策 の薬 にな るだけでは
ない。使 い方 しだいでは、毒薬 か もしれ ない のである。
「サステナブル ・デ ベ ロプメン ト」が国際連合で提起 され て以来 、 日本 の公 官庁で は、
「持続 的な開発 」 と翻訳 している。 この訳 語 は、一種 の 「毒抜 き」効果 を もってい る。 サ
ステナブル とい う言葉 の重要 な含意 は、現 に存在 していないので政策決 定に参 画で きない
けれ ど、未来 に生まれ て くるであろ う子供 た ちのための、デベ ロプメン トを考え る ところ
にある。永久的 な といって よい ほ ど、長期 的 な視点 が採用 されて いるのである。
ところが、 日本語 では数 日間続 いて も、数週間続 く事象 に も、数 ヵ月 間継続 して も、 た
とえ数年 間続 いて も、同 じよ うに持続 的 とい う言葉 を使 える。 しか し、数世代 にわた って
続 け る事 業であれ ば、持続的 よ りも永続 的 とい うほ うが 自然 である。 ちなみに、1988
年度版 の 『経済 白書』 の副題は 、 「内需型成 長の持続 と国 際社会への貢献」 であ る。 景気
循環 の波 に対応す る 「持続 的 な開発」 とい う不 自然 な訳語 が、 日本の公文書 に用 い られ る
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のは、 「毒抜 き」 を狙 っての ことではな かろ うか。
サステイ ン ドではな くサステナ ブルで ある ことの意義 を訳語 に込 め よ うとすれ ば、 「永
続 的」 よ りも 「永続可能 な」 の方 が適切 であろ う。 デベ ロプメン トを 「開発」 と訳すか、
それ とも 「発展」 と訳すべ きか は難問で ある。公 官庁 の間で も、 「開発 」 と 「発 展」の訳
語 の統一がで きてい ない。外務省の 『ODA白書』 では 「開発途上 国」、通産省 の 『経済協
力 白書』 では 「発展途 上国」 、経済企画庁 の 『経 済 白書』 では、開発 も発 展 もな しの単 な
る 「途上 国」 としてい る。 これ らの白書 も、英 語版で はすべ てデベ ロピング ・カ ン トリー
ズに統一 されてい るか ら不思議で ある。
このよ うな状況で、 「サステナブル ・デベ ロプ メン ト」だ けが、外務省 で も通産省 で も
「持続 的な開発 」 と訳 され るのは なぜ か。元来 、 日本 語の開発 と発展 は、同義 ではない。
明瞭 に使 い分 け られて きた。 「新 田を開発す る、資源 を開発す る」 とい う表現 を、発展 で
置 き換 える こ とがで きない。反対 に、 「事件が発展す る、男女関係 が発展す る」 とい う表
現 を、開発 に置 き換 えるこ ともで きない。行為 の対象 に関心が向か うときは、開発 とい う
言葉 を使 い、行 為の主体 に関心が向 うときは、発展 を用い るので ある。
ヨーロ ッパ諸語に は、この使 い分けが ない。包 まれ た ものが開かれ る場合 で も、包 まれ
た ものが殻 を破 って姿 を現す場合で も、 ともに同 じ言葉 が用い られ る。 しか し、 この表 現
が特定 の具 体的な営み ではな く、経済社 会全体 の動 き を指示す るよ うになるのは、 ヨー ロ
ッパ でも さほ ど古 くは ない。世界史全 体 に貫徹す る基 本法則 なるものを、体系的に把握 で
きる と豪語 す るヘーゲルやマル クス以来 のこ とであ る。 とりわけ、 ロシア革命 を経 た コ ミ
ンテル ンの世界戦略が 、用語法 に及ぼ した影響 は大きい。
マル クス主義的な世界観 に対抗 して、西側諸 国の世 界戦略 を記述す るキー ・ワー ドに採
用 された のが、デベ ロプメン トである。1949年の初頭 、 トル ーマ ン大統領 が冷戦 のた めの
世界戦略 を発表 す る際 に、慎重 に選び 出 したのが、現代的 な意 味のデ ベ ロプ メン トで ある。
それ以来 、東 西両陣営 において、 この用語 ののイ ンフ レーシ ョンが始 ま る。 国連 開発計 画
で あれ、 アジア開発 銀行で あれ、新たに設 け られ る国際機関 の名称 には、デベ ロプ メン ト
が にぎにぎ しく飾 りた て られたのであ る。
「サステ ナブル ・デベ ロプ メン ト」 もまた、東 西対立の冷戦構造 を遺産 として引き継 い
でい る。 しか し、それ だけではない。 この流行語 は、冷戦イデ オロギーの終着駅 か ら始 発
す るデベ ロプ メン ト列車で ある、 とい う新 たな責務 をも担 っている。 それ ゆえ、 「サステ
ナブル ・デベ ロプ メン ト」が めざ してい る 目標 について、すべ ての人を納 得 させ る よ うな
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結論はない。今か ら議論を始めるべき事柄が、多 く残 されているか らである。
2開 発かそれ とも発展か
時代の転換点に立って、いま私たちが問い始めなければな らないのは、デベロプメン ト
(開発)の 対象 よりも、環境に働 きかける主体のデベ ロプメン ト(発展)で ある。環境に
過重な負担をかけることなく、恒久的な人類の営みが存続 し、歴史的な文化遺産を豊かに
する方法である。その意味で、 「サステナブル ・デベ ロプメン ト」の 日本語訳もまた、開
発の対象 よりも発展の主体を重視 した、 「永続可能な発展」でなければならないのである。
発展 とは、何 よりよりもまず、人間にかかわる事柄である。
したがって、 「永続可能な発展」の最も大切な主題は、人間による開発行為 と環境保全






き尽 くさないよう、細心の注意 を払 う焼畑農民 と同じよ うに、原子力発電所の技術者たち
も神経を磨 り減 らしてい る。 しか しなが ら、焼畑か ら原発に至までに、環境に及ぼす影響
は比較にならないほど増大 した。開発 と環境が両立する余地は、狭くなる一方である。技
術のあり方を、根本的に再検討 しなければならないであろう。
「開発 と環境 とは両立す るか」とい う質問は、当分の間、経済'協力や技術協力に携わる
者に問われ続けるであろう。 しか し、この問いの拡がりは、経済協力事業に止まらない。
世紀末の時代精神 を象徴す る問いである。 しか し、この問い深まりと難 しさは、大げさに
言えば、人類史 とともに古い。そして、人類の未来永劫にわたって、問い続けられなけれ
ばならない。人間として生きることの宿命的な問いであり、人類の命運を決める課題で も
ある。そのためには、デベロプメン トとい う言葉 を、最も広い意味で 「人間の経済活動に
基づ く永続可能な社会発展」と解釈 し、環境 と両立する領域に思いを馳せるべきであろう。
人類は他の生物 とは違った歩みを始め、社会生活の結果を継承する意味での歴史を形成 し、




至る病 となる。今 日では、不注意な焼畑が、山火事を引き起 こす程度の失敗では納まらな
い。問題の難 しさは、 どこまでが 「永続可能な発展」の範囲にあ り、 どこからが 「死に至
る開発病」か、明確な境界線がを引き難い点にある。特定の開発プロジェク トが、境界線
の内側にあるのか、外側にはみ出ているのか、判定 しなければならない。だが、当事者の
数が多くなればなるほ ど、すべての関係者 を納得させ る基準作 りはや さしくない。工業国
であれ、農業国であれ、開発派 と環境派 との対立が、激化するゆえんである。
開発 と環境の境界が定かでない以上、少 しずつ進む道 を選ぶよりほかない。巨大なダム
より小さな溜池群を造る。巨大なビルよ り、小 さな建物 にこだわる。貯水池の規模を少 し
だけ大きくしたり、建物を2階建てから3階建て改造 して、その影響を調べてみる。開発
の余地があれば、また半歩進む。この方法を採ると、巨大ダムや百階建てのビル建設まで、
何百年 もかかるか も知れない。何百年待っても、建てられないか も知れない。やがて第三
世界でも日本でも、近代の高度成長に別れを告げ、過剰開発の危機に備 える時代が始まる。
さしあた り、過剰開発に陥 らないで経済活動が営まれ得 る、 「永続可能な発展」の物的
な限界 を指標化すると、次のようになるだろ う。
① 再生可能な資源の消費 く 再生可能な資源の更新
(薪炭の採取や木材の利用は、森林の成長を越えない範囲で行なう)
② 非再生的な資源の消費 く 更新性資源による代替
(化石燃料の使用は、太陽熱の利用に置き換 え可能な範囲を越えない)
③ 廃熱 ・廃物の放出規模 く 水サイクル と再生利用
(人間活動のエン トロピー増加は、水循環で宇宙空間に捨てる範囲に限る)
④ 生命 に危害のある商品 く 安全な商品による代替
(人命 に害のある商品は、安全な商品に代えられなければ禁止する)
3新 しい社会経済指標 の試 み
ここで詳 しく説明す る余裕はないが、このような指標の意義と具体的な内容を明 らかに




ある。それゆえ、 「サステナブル ・デベロプメン ト」の課題は、さけようもなく開発論の







通 しも立ちにくく、また北側諸国における取 り組み も形骸化 しつつある。このよ うな状況
のもとで、社会経済的指標の再検討が求められている。
環境保全 と経済開発 との対立を解消 し、世代を越えて永続可能な発展の道を模索する必
要性が、南北の双方において深 く認識 され るようになった。 しか しながら、政策的な配慮
とい う点では国際的な合意を見つっあるものの、当の課題である永続可能な発展 とい う視
点か らの社会経済指標の作成は、ほとんど取 り組まれていない。南北問題 を正 しく把握す
る上で、環境保全を重視する社会経済指標を創出することは不可欠であ り、人類社会の将
来にとっても無視できない大きな課題である。南北間の経済格差に関す る国際比較を可能
にする諸指標を再検討す る作業を通 じて、貧 しさや豊か さの概念そのものを社会科学的に
吟味 して、はたして 日本人の暮らしはアジアの発展途上国の人々よりも豊かといえるだろ
うか、とい う疑問に答えることが可能 となる。永続可能な発展 とい う視点から見ると、高
度経済成長期以降の 日本的な生活様式がもっ問題をも逆照射できる。
従来、経済発展 とい う視点か ら見た社会的な指標の国際比較は、世界銀行の経済開発年
次報告書によって行われてきた。一人当りの国民所得 とい う基準だけでは、民衆生活の実
情 とかけ離れているとい うので、GNPや衣食住 とい う伝統的な 「貧困ライン」の指標に加




命治療の対象になる状態がより一層拡充 され ると、その分だけ豊かな生活が実現 した とい
えるだろうか。た とえば、 日本の歴史的な経験を含 め、乳幼児死亡率の低下が平均余命を









に好都合であるとはいえ、管理 され る側の豊かを保証す る指標 とはいいがたい。
この報告書では、循環性の永続、多様性の展開および関係性の創出 とい う視点から、従
来の指標 とは異なる新 しい社会経済指標作 りを提案する。循環 ・多様 ・関係 とい うたちを
を重視す ると、貧 しさは、経済的な従属(生 活手段の被支配)と 生活環境の破壊から生ま
れる。豊かさは、経済的な自立(経 済活動の自主管理)と 生命活動の充足をめざす暮 しで
ある。 したがって、特定地域の貧困指標 を考えると、次の通 りである。








③ 経済苦による行方不明(蒸 発)者 や 自殺者の比率。地域社会に相互扶助システムが存
在するか どうかが、関係性の課題である。借 りた金を返せなければ、住所を捨てた り
自殺 したりしなければな らない社会は、人 と人 との関係が希薄になっているか らに違
いない(関 係性),。
以上の貧困指標 とは反対の立場から、地域の富裕指標を考えると、次の通 りであろ う。
① 地域内における物質循環比率。特定地域に運び込まれる財貨や廃物 と、その地域から
運び去 られる物量が長期的に釣 り合っていれば、循環性が永続可能であり、人々の暮
らしも豊かになる。 この比率が1か ら乖離する度合に応 じて、環境破壊 の危機 は深刻
になるであろう(循環性)。
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これに対応 して、豊かな社会を築 くための、産業組織の再編が必要 となるだろ う。古典
的なコー リン ・クラークの産業分類に代わる、生命系を基礎 とする新 しい産業分類が適切
となろ う。人間活動の循環性、多様性および関係性 に即応 して、およそ次のように編成 さ
れる。
第一次産業(地 域内で行なわれ る共的な循環性産業)








① 特産物(産 地形成)、 伝統工芸品、希少鉱産物、市場で売買できる芸術作品など域外
の市場に向けた商品生産を行 う分野である。
② 旅行産業、ホテル産業、土産物など観光産業 と出版、新聞、TVな どの情報産業公権
力の関与なしに、異なった地域の人々が交流する分野である。
③ 製鉄などの素材産業や電気製品、石油化学製品、輸送機器などの工場制製造工業いく
つかの地域にまたがる企業活動が組織 され る分野であ り、市場システム(私企業)に
よる配分メカニズムが、重要な役割を演 じる。放射線状の流通経路が主流を成す。








重要な役割 を演 じる。網の目状のネ ットワークが、主流を成す。
4社 会経済システムの研究方法
冷戦時代の開発は、国家 と国家の間の課題だとみなされてきた。その意味で最 も典型的







ある。かつて存在 した琉球王国に天皇以外の王族がいた事はまちがいない。 しか し、現代
日本のような国家であったとはいえない。国家とい うより、貿易商社のようなものだった、
とい う側面もある。 この琉球王国なるものは、清国の一部だったのか、あるいは、薩摩藩
の一部だったのか判然 としない。このように国家 と云 うものは、私達が当然 と思い込んで






国家の法律 を前提に考える。経済学は国民経済を取 り扱 う。国際経済学 も、国民経済と国









1885年に、福沢諭吉が 「脱亜論」を書き、アジアを抜け出 し、欧米に仲間入 りする日本















よ うな商品ばか りを扱 う為替理論など、学問を細分化 して、研究者は対象から距離を保っ
ことができる。距離をお くことが、その研究の正当性を主張す る根拠でもある。
しかし、生身の人間は、自己の社会生活 とそれを観察 している自己を、明瞭に分離でき
ない。誰 もが社会活動の当事者であると同時に、社会活動のあ り方について反省 し、分析
を加えている人間でもある。普通の人間は、観測対象 と観測者の分離を乗 り越えるような





しか し、社会科学をい くら細分化 しても、その枠か らはみ出して しまう問題 もある。分
類 し細分化することが困難な社会問題 もある。巨大開発 もまた、近代国家では処理できな










しかし、NGOのよ うな新 しい組織形態は、従来の社会科学がほとん ど明 らかにできなかっ
た分野でもある。
ジェンダー論も同様である。これは、男と女の関係のあり方にっいて考える学問であり、





では、民際学をどのよ うに進 めればいいのだろ うか。民際学 とい うのは、普通の民衆の
生き方が、そのまま研究活動になる学問である。研究対象と研究す る当事者 とが分かれな
い。私の生き方、私の社会的な活動そのものを私が研究する、そ して私が他人を説得でき
るような研究成果をまとめる。 したがって、当事者性の社会科学 とは、 「一人称や二人称






よいのである。 これに対 して、民衆が自らの社会的な営みに形を与え、他人を納得 させる
方法を見っければ、専門家以上の仕事になる。民衆の側は、社会活動の当事者であるとい











乗 り越えるか、 とい う課題に挑戦する。民族問題、開発政策、環境問題、地域研究、平和
研究、非営利組織、人権問題、ジェンダー論などは、専門家にまかせておけない。21世紀




民際学には、フィール ド ・ワークが大切である。 これまでの学問は、実験をした り、図
書館で資料を集 めて分析 した り、統計データを解析 した りして、客観的な研究ができると
思っていた。 しか し、当事者が研究者である学問なら、誰もがそれぞれのフィール ドをも
っている。大切なのは、フィール ドの中で体験 したことをもう一度、対象化する作業であ
る。統計的な方法も必要だろうし、コンピューターも使わなければいけない。図書館に行
く必要も出てくる。 しかし、何 といっても大事なことは、自己のフィール ドで、自分の活
動の成果を記録 し、それが社会的にどうい う意味があるか、問い続 ける作業である。
民際学研究は、何 らかの形で、豊かな社会における豊かな生き方をめざす。民際学が最
終的な課題 とす るのは、人間の社会的な関係である。人の生き方の中で最も充実 した生き
方 とは何だろ うか。 これは、万人が当事者になる分野であるから、万人にとっての共通の
課題である。民際学の立場から考える豊かな生き方 とい うのは、結局のところ、循環性の
21










のほとん どの部分を考えないといけないわけである。た とえば、 日本 とアジア諸地域を国
家と国家の関係で考えるのではな く、民衆 と民衆の関係 として考えてみよ う。そのような
民際関係中心の生き方をするためには、 これまでの高度成長路線では無理である。
アジア諸地域に赴 く民際学の営みは、国家の学問を教えた り、経済援助をした りするの









経済学をは じめとする社会科学は、ニュー トンの方法を採用 して、研究対象の価値体系
から自由な、客観的な研究ができるとみな してきた。 したがって、社会問題の研究にあた
って、研究者が何者であるか、 どのような生活経験を持っか、いかなる社会活動に参加 し
ているか、問 う必要 も問われる根拠 もない。 この方法に立脚すれば、研究の主体 と研究の
対象とが互に何の関係 ももたない状態 こそが、既存の価値観 に束縛 されない、すぐれた研
究成果を生み出す前提である。 このよ うな参加 なき観察に固有の困難を克服するには、専




展 してきた。近代国家の枠組みもニュー トンカ学の方法も、 しか しなが ら、永遠に不変の
真理 とはいえない。近代世界の解体 と新 しい社会関係の形成過程とともに、社会科学にお
ける主導的な規範力を維持することが、容易ではなくなった。あらゆる学問において、観
測者 と観測対象との関係が、主要な研究課題た らざるをえない現実が生まれつつある。地
域住民大衆の社会生活は、国家の壁を乗 り越 えて相互に浸透 し始めている。
来るべき21世紀の人類社会は、それ ゆえ、近代国家とその社会組織の厚い壁を壊 して進
むに違いない。民衆相互の新 しいネ ットワークが形成 され ると、それにふさわ しい民衆の
学問が築かれる。EUやASEANのような広義の地域主義が、国民国家の概念を打ち破って
新たな広域の統合をめざす一方、旧ソ連邦やユーゴスラヴィヤのような狭義の地域主義は、















で、最も充実 した活動 とは何だろ うか。 これは、万人が当事者になる分野であるから、万
人にとっての共通の課題でもある。民際学の立場か ら考える豊かな生き方 とい うのは、結
局のところ、循環性の永続である。物質の移動だけでなく人間の交流を豊かにする、そ う







働者、経営者)と 稼げない人(妊 婦、児童、老人、病人、障害者)と の人格的な等価性 も
現実に開示 され る。 ボランティアとは、同時にい くつか も仕事を引き受ける人間である。
ボランテ ィアとは、お金を貰わずに働 く人でもなければ、 自発的に働 く人でもない。見知
らぬ人び との世界に越境 し、多元 ・多重の活動をする人間がボランティアであり、現代社
会では少なくとも次の4種 の仕事をする。 この越境する多重生活者の活動条件について研
究することが、民際学の当面の課題でもある。
① 家族構成員 としての仕事;主 婦 と主夫、姉妹 と兄弟、母親 と父親を支え合 う活動1
② 地域的な拡が りをもっ仕事;地 域的相互扶助への参加、他地域 とのネ ットワーク活動
③ 協同的な経済活動を担 う仕事;株 式会社に代る自主管理企業による生産 と流通を担 う
④ 非 日常の文化活動 と交流の仕事;性 差、地域、国境、民族、時代を越える広範な活動
それか ら最後に、関係性の創出である。関係性は、たいへん重要な意味をたくさん含ん
でいる。海外の人々 との関係だけではなく、人が人 として生きてゆく上での社会的な生活
のほとん どの部分にかかわっている。たとえば、 日本 とアジア諸地域を国家 と国家の関係
で考えるのではなく、民衆 と民衆の関係 として考えてみよう。そのような民際関係中心の
生き方をするには、これまでの高度成長路線では無理である。アジア諸地域に赴く民際学
の営みは、国家の学問を教えた り、経済援助 をした りするのではなく、その反対に、教え
てもらった り、助けてもらったりするところから始まる。 このよ うな形で人々が国境 を越
えれば、南北問題 も意味を変わり、国境の壁 も低くなるのではないだろうか。
5新 しい社会経済 システムのための実態調査
国民経済の領域を、い くつかの構成単位に分割 して、地域経済 として論 じる政策科学の
場合、国家主権の領土が所与の前提である。県民所得は、国民所得勘定をモデルにし、県
内の産業連関分析は、国内産業分析のミニチュア版になって しま う。比較優位や交易条件
な ど、国際経済学の分析用具を、そのまま地域経済研究に援用す るカ リカチュアも、両者
が国民経済を前提に しているために、もっともらしく映るのにす ぎない。国家主権(公 権
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力)に よる領土内の諸地域の統合は、 さけようもなくヒエラルキー的構造をとる。弁護論








を提供 し、'戦争 に勝つために必要な物資を、最 も必要な地域に配置するシステムには、歴
史的な経験がつみ重ね られている。資源配分のシステムとして、学ぶべきことがらが少な









送 と保管のコス トを除くと、全世界に一物一価の同質性を普遍化 しようとめざしていると
もいえよ う。
売るために作 られた商品を通 じての、同質化や普遍化の市場原理に学ぶべきことが らも
また、決 して少なくない。 しか し、ガットやIMFなどの目標や国際的な取 り決めにもかか





国家主権の領土内で、資源を効率的に配分す る制度 として、市場システムの果た してき
25
た役割は大きいけれ ども、市場原理は同質化 ・普遍化をもた らし、地域生活の循環性、多
様性および関係性 を解体する作用をあわせ もっている。軍事機構や官僚制度が地域を中央
に従属 させがちであるように、市場における商品化の展開は、地域性その ものを解消 しよ
うとする。市場経済による価格メカニズムとい う、す ぐれた点を活用 しながら、地域 自立
を強める道を模索することが、オルタシステムの主たる目的になるであろう。
地域共同資源の特質は、その地域に生活の本拠を置 く人々にとって、共通に有用性を持
つ。それゆえ、本来は 「誰のもので もなく、みんなのものである」。大地や大海 とい う、
生物 としての人間に固有の環境 でもある。やや詳 しく、具体的なかたちで列記すると、自
然地理的条件に即 して、大地の形状、地層の構成、土壌の性質、河川や湖沼、浜辺 と地先
の海、重力や磁力の場、気温や湿度の変化、降水量の季節性、 日照 と蒸発散、地下水位、
潮流の変化、鉱物元素、土壌微生物、地表の植生 と動物など、実に多様な事象がみ られ る。
しか し、これ らの自然環境が、そのまま地域資源の源泉になるわけではない。地球上に人




これらの 自然的または人為的な環境は、地域資源の母体である。 しかし、資源が資源 と
しての形をなすためには、その資源にふ さわしい社会関係が成立 しなければならない。石
油や石炭は、有用物 として利用する方法が確立するまで、それ らが埋蔵 されている地域に
生活の本拠を置 く人々にとって、地域資源 とみなされることはなかった。近代の鉄鋼産業
や 自動車産業が大規模に展開す ることによって、初めて石炭や石油の資源化が進んだ。 し
たがって、地域資源の賦存量は、その資源をめぐる社会関係のありかた次第で、増えもす
れば減 りもする。
その点において、資源の掴渇 と環境の汚染 とは、メダルの裏表のよ うに共通する性格を
もっている。資源洞渇 も環境汚染も、社会関係から離れて、存在することはできない。湾
岸戦争の手段 として火をつけられたクェー トの油井は、消火 されないかぎ り、資源 どころ





に対応 して、資源の不足や環境の汚れが意識 され るにすぎない。逆にみれば、人間 と人間
との社会的な関係を組み変えることによって、その地域の掴渇や汚染の問題 を解決す るこ
とが可能である。 もし、仮に絶対的な洞渇や汚染があるとすれば、地域に生きる当事者の
社会関係だけではどうす ることもできないよ うな、外部の超越的なカが創 り出す洞渇や汚
染であろう。 しか し、そのような外部性は、開放定常系としての地球を越えて存在するこ
とはない。
「誰のもので もなく、みんなのものである」 とい う原則を、生活の本拠を共にする地域
住民が共通に確認 しているかぎり、利用の仕方や廃棄の仕方について、生活=生 命活動の
水準に応 じた社会関係を形成 し、掴渇と汚染を防 ぐことができる。だが、地域に生活の本




源でも、それだけでは資源 とならない。 よく誤解 されているように環境汚染の場合も、汚
染物質そのものに原因があるわけではなく、同じ物質やエネルギーが、それをめぐる社会
関係によって、資源 ともなれば、汚染ともなる。
生活の本拠とい う視点にたてば、 しか しながら、地域生活の内部 と外部 とが、同質の社
会的な関係によって画一化 され る状況は、容易に生み出せ るものではない。他方、市場シ
ステムによる土地所有、労働力、信用等の社会関係の商品化は、同質的な商品関係の純化
をめざし、しかもその拡が りを無限に延長することを理想 とす る。市場経済の効率性は、
そのようにして地域性を解体するとい う無理な企ても、ある程度まで達成する。 このよう
な社会関係の商品化は、市場の力だけでは無理なので、公権力による強制も同伴 しなけれ
ばならない。 しか しなが ら、商品的な社会関係だけでは、人間の全生活過程をおおいっ く
す ことはできない。地域の多様な社会関係 を、商品と公権力 とで単一なものに純化するこ
ともできない。たとえば、原子力発電を商品化する事業 としての過疎地の発電所建設は、
都会で電力供給を受 ける立場からみると、有力なエネルギー資源開発である。 しか し、当
の過疎地に生活の本拠を置 く人々の生命過程が、電力開発事業に従事する人々と同じ商品
関係に、一様に純化 されて しま うことはあ りえない。電力会社にとっては貴重な資源 も、
地域住民にとっては汚染源 の発生を意味するのである。




みんなのものでなくなってしま うような物質の流れに媒介 されている。 しかし、その物質
には天然資源 も当然含まれ るが、それ以上に重要なのは、社会関係の基本的な性格 を規定
するよ うな資源である。 とりわけ、大地(山 や海を含む)を めぐる社会関係、人間の生命
活動(広 義の労働力)を めぐる社会関係および人間の共同的な相互扶助(広 義の信用)の





らの自立す る地域が横に結合 して、広範なネ ット・ワークを形成する可能性が成熟 してい
る。 このよ うな視点から、各地のプロジェク トの当事者が自分たちの試行錯誤の成果を調
査 し、他地域の人々に説明できるようとりま とめるとともに、異なった経験か ら学ぶため
相互の共同研究を行 うことを提案す る。 この調査事業を、より多 くの民衆が 自発的に参加
し、国境を越えて連帯する第一歩 とす る。
これ らの実験的なプロジェク トが進められている地域では住民大衆が、社会発展のため
の活動の主人公であ り、新 しい経済システムを築 く当事者でもある。それゆえ、住民大衆
の潜在力をあきらかにする事業は、従来のような国際機関や学術団体の調査研究では不可
能である。大切なのは、調査対象の地域住民が経済活動の主体 として、社会発展の担い手
になるだけではなく、 自ら調査活動をにな うとい う意味で、当事者性の研究事業を始める
ことである。当事者による調査は、他地域の異なったプロジェク トの参加者が加わって、
相互に経験を交流することにより、より広範な展望を開くことが可能 となるであろう。
自立する地域が横 に結合 して、広範なネ ッ ト・ワークを形成するのに最 も重要な課題は、
やは り土地所有、労働力及び信用 とい う基本的な社会関係の地域化である。 したがって,
調査研究の焦点も、このような基本的な社会関係の解明に向けられ るであろう。とはいえ、
地域住民大衆による調査事業の出発点は社会理論上の課題ではない。社会発展の主人公(1
人称)と して取 り組んできたことがら、これか ら取 り組 もうとしていることが らの問題点
や障害物を、記述的に報告する作業から始 めるべきであろ う。他地域か らの参加者(2人
称)は ミそのような報告をわかちあい、共同調査を行なって学ぶ とともに、当事者には気
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付きにくい発見をするできよう。 これ ら当事者 とは別に、アジア各地における共同調査を












①地 目別(山 林、原野、農地、宅地、公水面等)の 地域内外における所有形態 と比率
②所有主体別(個 人、私企業、財産区、土地改良区、自治体、国家等)の 面積 と地価




①域内人 口の独 自な性格(性 別、年令構成 、定住性、出生率、域内通婚、国際結婚)
②人 口の労働化率と域外への流出(域 外通勤、単身赴任、季節移動、外国人雇用等)
③ 自営業者(家 事労働 を含む)と 雇用労働者(域 内と域外)の 比率 と所得水準の比較
④自主管理労働(協 同組合、産直組織、公益法人等)の 実状 と労働組合組織の役割
⑤商品化 されない労働力(家 事労働、各種団体の奉仕活動、町内会の仕事等)の 意義
C、信用の地域化
①公権力の信認(通 貨 ・国債保有、国税 ・地方税の捕捉率、国庫補助金への依存等)
②域外信用機関による資金管理(郵 便局、商業銀行、保険会社、金融会社、共済等)
③域内信用事業による資金管理(信 用金庫、信用組合、頼母子講、ゆい、もやい等)
④域外金券(商 品券、図書券、テ レフォン ・カー ド等)と 域内金券(商 店街金券等)
⑤地域内の相互扶助(家 事、葬式、育児、老人介護、障害者共生等)と 人格的な関係
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D、地域資源 ・地域産業 ・地場産業 ・広域産業(基 幹産業)と その市場
①エネルギー資源、原材料、部品等の供給源、インフラス トラクチュアーの整備状況
②地域における主要労働生産物の品 目と数量、および地域内消費 と地域外消費の比率
③産業分類 に基づ く地域の物量バランス(地 域単位毎の産業連関表作成 とその分析)
④産業 ・生活排水、廃棄物、有害物質の地域内処理お よび資源の再利用 とリサイクル
⑤公企業と私企業の経営主体およびその地域性(本 社、支社、子会社、下請会社等)
E、 交通 ・通信 ・医療 ・教育 ・行 政 システ ムの集 中 と分 散
①地域 の交通手段(自 転 車、バイ ク、乗用車、 トラ ック、バ ス、鉄道 、船 、航 空機)
②通信 システム の利 用実態(電 話 ・電報、郵便 、ファ クシ ミ リ、パ ソコン ・ネ ッ ト)
③広義 の医療機 関(福 祉事務所 、保健 所、診 療所、専 門病院 等)と 利用(患 者 率等)
④広義 の教 育機 関(保 育所 、幼 稚園、小 ・中 ・高 ・大 学、専門学校等)と その利 用率




③宗教組織(キ リス ト教会、仏教寺院、ヒン ドゥ寺院、イスラーム教団)と 聖地巡礼
④村祭 り、祝祭 と儀礼、青年団体、女性団体、文化運動、政党の地域組織、地方選挙
⑤社会史、社会階級の分析、社会変革の運動、他地域 との連帯運動、NGO活 動など
G、特定地域に固有の社会関係
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